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建設分野における技術評価手法の提案
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公共事業の品質確保お よびコス ト縮減 を達成す る手段 の一つ として,優 れ た技術 を積極的

に活用す ることが考 えられ る。 しか し,公 共事業 では成果物 が期待 した性能 を発揮 できな

い ときの社会に対す るイ ンパ ク トが大 き くなる可能性 があ り,技 術の レベル を客観 的に評

価 し,複 数 の技術の中か ら要求条件 を満足す る技術 を選定す る ことが可能 となる技術評価

手法 の確立が必要不 可欠である。本稿 では,技 術 が評価 され る場面や対象 となる技術が異

な る場合 において も,共 通 に使用す ることがで きる評価項 目体 系を提案 した。評価 項 目体

系は,大 きく成果お よび適用条件 の2つ に区分でき,そ れぞれ,目 的物 の レベル ・派生物

の レベル,自 然条件 ・現場条件 ・マネジメ ン ト特性 によって構成す るこ とが可能 であるこ

とを示 した。さらに,現 在,運 用 されている公共工事における技術活用 システムへの適用,

お よび,技 術情報データベースの改善 の方 向性 に関す る提案 を行 った。

【キー ワー ド】技術評価手法,評 価項 目体 系,技 術活用システ ム,技 術情報デー タベ ース(NETIS)

1.は じめ に

国土交通省 は,平 成13年 度 よ り 「公共工事 におけ

る技術活用 システム」[1](活 用システ ム と略記)の

運用 を開始 した。 これ は,公 共工事の品質 の確保 と

あわせて,技 術力 に優 れた企業がのび る環境 づ く り,

公共事業 に関連 した民間の新技術 開発の取 り組み を

総合 的に実施 す ることを 目的 としてい る。 しか し,

公共事業で は,成 果物 が期待 した性能 を発揮 できな

い ときの社会 に対す るイ ンパ ク トが大 き くなる可能

性があるた め,技 術 の実績 を重視す る傾向にある こ

とも否定 できない。 このよ うな問題 を解決 しシステ

ムを有効 に機能 させ るためには,技 術 の レベル を定

量的 に評価 し,複 数の技術 の中か ら要求条件 を満足

す る技術 を選定す ることが可能 となる技術評価 手法

の確 立が必 要不 可欠であ る。

本稿では,建 設分野における技術評価手法の提案

を行 うとともに,活 用システムにお ける使用方法 を

示 した。 さらに,現 状の技術評価 の情報源で ある技

術情報データベ ース(NETISと 略記)の 改善の方向

性 に関 して考察 を行 った。

2.建 設 技術 の評価

(1)評 価 の場面 と評価項 目の体系化の必要性

技術評価 手法を構築 す る際に重 要なこ とは,評 価

手法 が適用 され る場面 を明確 に認識 してお くことで

ある。新 しい技術 が評価 され実際に採用 されてい く

流れ を,評 価 の視点か ら単純化す る と図-1の ように

な る。まず,提 供 され た技術 の性能や適用範囲の確

認お よび従来技術 との優劣比較 による評価 を実施 し

(事前評価),情 報 が適切で有ればデー タベース(図

図-1技 術評価の基本的な流れ
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中DB)に 登録す る。実際に技術 を採用す る際は,

技術 に要求す る条件 とDB内(あ るいは外)の 技術

の評価結果 と照 らし合 わせて要求条件 を満足す る技

術 を選 定す る(選 定時評価)。 技術 を活用 した後 に,

事前評価結果の信頼性 を,適 用 した現場 の難易度等

を考慮 して評価 し(事 後評価),そ の結果 をDBに フ

ィー ドバ ックす る。 このよ うな技術評価 のサイ クル

を実施す るこ とによ り,新 技術は活用,育 成 されて

い く。

ここで,活 用 システムは,(1)技 術指定 システム,

(2)工事選定技術募集 システム,(3)テ ーマ設定技術募

集システム,の3つ のシステムか ら構成 され てお り,

(1)は,定 常的にNETIS等 に提供 され てい る技術か ら,

現場条件 に適合す る技術 を選定する ものであ り,(2)

お よび(3)は,技 術 ニー ズ が現場 ニー ズで あ るか社

会 ・行政ニーズで あるか等 の違いはあるが,基 本 的

には公募によ り技術を募集 し技術を選定 してい く仕

組み となってい る(各 システ ムの詳細 は参考文献[2]

を参照 されたい)。(1)は 図・1と ほぼ同 じ流れ となっ

てい る。また,(2)・(3)は,公 募 における要求条件 が

あるた め図-1の 流れ とは若干異な り,事 前評価 の段

階で要求条件 の適否評価 を行 うが,基 本 的な流れは

図-1と 同 じとなる(な お,DBを 介 さず に選定時評

価へ進む場合 がほ とん どである)。以上 よ り,技 術評

価の場面 としては図-1に 示 した事前評価,選 定時評

価,事 後評価 を想定 し,技 術評価システムの構築 を

行 うこ ととした。なお,各 評価 の場面 を以下の よ う

に定義す る。

事前評価:技 術 の性能や適用範囲の確認 および従来

技術 との優劣評価

選定時評価:要 求条件 を満足す る技術 を事前評価 結

果 を用 いて選定

事後評価:適 用現場の難易度等 を考慮 した事前評価

結果 の評価

本稿 におけ る 「評価」とは,評 価対象 に適切な 「も

の さし」 を当てはめ,そ れに従 って計測 した数値 を

表 した上で,そ れ をある要求水準 と比較す るこ とに

よって達成 され るとした。 ここで,技 術 の水準 を定

量的に計測 す る 「もの さし」は,同 一 目的を達成す

る技術 において,技 術問の優劣評価や技術評価 のサ

イ クル運営 を効率的に実施す るためにも,評 価 の場

面を問わず同一であるこ とが重 要で ある。一方,要

求水準は各評価 の場面 によって適切 に設定 される も

ので ある。 この様な要求 を満足す るためには,異 な

る評価 の場面 において,共 通 に使用す るこ とができ

る評価 項 目(「 もの さし」)の 存在が必要 とな る。本

稿では,建 設技術 を評価す るために必要 な項 目を体

系化 した共通 のプラッ トフォー ムを提示す ることを

目的 とした。建設技術 の評価体系 を評価項 目の位置

づ けに着 目して整理 した結果 を図・2に示す。技術 の

評価(事 前 ・選定時 ・事後)は,体 系化 された評価

項 目を用いるこ とによ り,定 量的数値 を単純 に比較

す るこ とによ り行 える。

図-2建 設技術の評価体系

図-3建 設技術の分類

(2)建 設技術の分類

建設技術には様々な分野があ り,そ れ ら異分野の

技術を共通の評価項 目を用いて評価することは困難
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である と思われ る。そ こで,評 価 の対象 となる建設

技術 の分類 を行 った。

一般 に
,建 設技術には,「構造物 をつ くる技術」の

他 に,リ サイ クル な どに代表 され る「加工す る技術」,

材料,機 械や製品な どに代表 される 「ものに備 わる

技術 」,測 量や 試験 に代表 される 「調べ る技術」が存

在す る と考 え られ る。 ここで,建 設技術 の総合 デー

タベースであ るNETISに お ける建設技術 の分類 と

の対 比を図-3(上 図)に 示す。NETISの 技術分類 に

お ける 「システ ム」は,一 般的な分類 を行 った全て

の項 目に対応 してお り,評 価 の観点が異 なる技術が

混在 している ことがわか る。 また,環 境負荷への影

響 を考慮す るニー ズか らリサイ クル技術 の提案 が多

くなってい る現状 を考慮す ると,こ の よ うな技術分

野 は独立 して区分す るこ とが望 ま しい。以上 よ り,

建設技術の分類 を図-3(下 図)の6分 類 とし,共 通

のプラ ッ トフォーム としての評価項 目を検討す るこ

ととした。

(3)建 設技術 の評価に おける技術分類の位置 づけ

建設技術 は,目 的 とす る成果(例 えば,構 造物 を

つ くる,対 象物 を加 工す るな ど)を 実現す るために

適用 され る ものであ り,建 設技術その ものには実体

がな く,技 術 を直接的に表現 して評価す るこ とは難

しい。 この意 味で建設技術 と類似 している と考 えら

れ る生産技術 では,通 常,イ ンプッ トとアウ トプッ

ト及びその効 率 とい う3つ の視点で,間 接的 に技術

を評価 してい る。 ここで,建 設技術が異なるのは,

自然条件下で適 用 され るのが一般的で あ り,成 果 は

その技術の適用条件 によって大き く左右 され るこ と

である。従 って,建 設技術 の評価では,得 られ る 「目

的物 」と 「適用 され る条件」に着 目す る必要がある。

さらに,建 設 プロセスか らは,好 む と好 まない とに

かかわ らず,環 境負荷 な ど,各 種の影響 が外界 へ も

た らされ る 「派生物」 も重要 な評価項 目とな る。 こ

こで,構 造物 を建造す るプ ロセスを簡 略化す る と,

材料,機 械,製 品な どを投入 し,あ る建設プ ロセス

を経 て構造 物 が構築 され る と表現 でき る(図 ・4参

照)。 この時,建 設技術の分類 と評価 の着 目点 を考慮

して整理 すると,材 料,機 械,製 品はそれ 自体 が 「目

的物」であ り,こ れ を建設プ ロセス 中に適用で きる

か否 かを示すのが 「適用条件 」 とな り,建 設 プ ロセ

スか ら生 じる結果 を 「派生物 と整理 できる(図 中

実線 囲み)。 また,工 法 に関 しては,構 造物 が 「目的

物」であ り,工 法 を建設 プ ロセ ス中で実施 できるか

否か を示す のが 「適用条件」 とな り,建 設 プ ロセス

か ら生 じる結果 を 「派生物 と整理で きる(図 中一

点破線囲み)。加工,調 査 に関 しては構造物 を加 工物,

調査結果 と捉 えれば,工 法 と同様 に整理するこ とが

できる。従 って,6分 類 した建設技術は,そ の 目的

物,適 用条件 および派生物に よって評価 で きる。

図-4建 設技術の評価と技術分類の位置づけ

3.建 設技 術 の評価体 系

(1)評 価体系の考え方

建設技術 を評価す る際 に重要な ことは客観 的に行

うことであ る。客観性 を有す るためには,定 量的評

価 を行 うこ とが有効 な手段であ るが,加 えて同 じ目

的を達成す る技術 を評価す る際の評価項 目が共通 で

ある ことが必要である。 この意味では,建 設技術 を

性能規定化の概念 のも とに体系化す る ことが望ま し

い。 しか し,建 設分野 において は,現 在,性 能規 定

化への移行 を始 めた過渡期 であ り,代 表 的なみな し

規定の もとに体系化す ることが現実的である。 この

た め,提 案す るシステムでは,評 価 項 目の体系化 を

仕様規定のも とに行 うことを基本 とす るが,仕 様的

表現が不適切 なものに限定 して,直 接性能 を規定す

る方法 を採用 した。

(2)評 価項 目の体系化

a)評 価項 目の大分類

前述 した よ うに,建 設技術は 「目的物」,「適用条

件」,「派生物 」によ り評価 す ることが妥 当である。

ここで,「 目的物」とは,建 設技術 の適用 によ り本来
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の 目的 に合 わせ て直接的 に生み出 され るものであ り,

「派生物」 とは,そ の過程 を通 じて 間接的 に生み出

され るもので あ り,何 れ も建設技術 の適用 によ り生

み出 され る 「成果」である。｢適 用条件」 とは,期 待

され る成果 を実現す る ことがで きる条件 を示す もの

であ り,気 候や現地形 な どの よ うに現場 の範囲が特

定 され な くて も決まる条件(「 自然条件」)と,敷 地

境界や近接家屋な どの よ うに現場の範 囲が特定 され

るこ とによ り決 まる条件(「 現場条件」)に 分 けるこ

とがで きる。 さらに,こ れ らの条件 の下で期待 され

る成果 が得 られ ることには変 わ りがない ものの,早

くで きる,安 くできる,安 全 にできるな ど,建 設 プ

ロセス をマネ ジメン トする ことに関す る事項(「マネ

ジメン ト特性」)も,重 要な適 用条件 と考 えられ る。

以上 よ り,建 設技術は 「成果」 と 「適用条件」で

評価す ることが可能 とな り,成 果は 「目的物 の レベ

ル」と 「派生物の レベル」,適用 条件 は 「自然条件 」,

「現場条件 」,「マネ ジメン ト特性」で構成 され る。

b)評 価項 目の小分類

(1)目 的物の レベル

目的物 には,目 的物 が存在す るこ とによ り得 られ

る特性 と,目 的物 が要求や 目的に対 して発揮す る特

性 の2種 類 に分 けられ る。 さ らに,前 者 は 目的物 を

構成す る要素の特性 な ど,目 的物 が中身 として有す

る内的特性 と(「物性」),目 的物 の形状な ど,外 見上

有す る外的特性(「 形状 」)に 区分できる。また,後

者 は,目 的物が外に向かって発揮す る力や作用 を示

してお り,「能力」 と表現 した。3つ の評価項 目は,

各々が示す具体的な特性値 とこの値 を どの程度長期

間保 てるかを示す 「耐久性」,お よび値 のば らつ きを

示す 「精度」で表現す る ことができる。 なお,各 々

の特性値 の表現方法 として,物 性 は 「物理的 ・化 学

的特性値」,形状 は外 的な出来ば えを示す 「出来形」,

能力 は 「特性値」 を採用 した。

(2)派 生物 の レベル

派生物 は,そ の影響範 囲によって 「地球環境 への

影響 」 と 「現場お よびその周辺への影響」 に大別す

ることができる。前者 は,地 球環境保全 に関す る国

際条約等 に基づ く取組 み を参考 として,「 地球温 暖

化」,「オ ゾン層破壊」,「酸性 雨」,「森林の減少」,「砂

漠化 」,「生物多様性 の減少」,「海洋汚染」,「有害物

質の越境」 の8項 目に よって評価す る。 なお,現 状

の建設技術 の評価 におい て,こ れ ら8項 目の 中には

直接的に関係 の無い項 目も存在す るが,今 後の社会

情勢の変化 に対応す ることがで きるプ ラッ トフォー

ムの作成 を 目指 し,全 ての項 目を採用 した。後者は,

典型7公 害 と 「建設副産物」,「事故」に よって評価

す るが,典 型7公 害の内,建 設工事に特徴的 な 「騒

音 ・振動」を別項 目とし,残 りの 「大気 ・水質 ・土

壌 の汚染及び悪臭 ・地盤沈 下」 と区分 した。 なお,

建設副産物 は,副 産物の リデ ュース率や リサイ クル

率 な ども評価す るもの とした。

(3)自 然条件

自然条件 は,工 事範囲が確定 しな くて も決 まる条

件 であ り,通 常人為的 に設定す るこ とができない も

のがほ とん どである。ここでは,「地形 ・地質 ・水質 ・

流況」 と 「天候 ・気候」 に区分 した。

(4)現 場条件

現場条件は,自 然条件 とは異な り工事範囲が決定

した後 に確定す る条件で あ り,人 為的 に設定可能 な

条件 が多 く存在す る。ここで は,「敷地条件」,「現場

へのアクセス条件」,「法規制」 と 「対象物条件」 に

区分 した。なお,対 象物条件 とは建設技術が適用 さ

れ る具体 の対象物 が存在す る場 合に,そ れに対す る

適用条件 を評価 する もので あ り,具 体的 には,コ ン

ク リー トの再生技術 における,解 体前 コ ンク リー ト

の特性 な どで ある。

(5)マ ネ ジメン ト特性

マネジメン ト特性 は,建 設 プロセスにおいてマネ

ジメン トの対象 とな る条件 についてその範囲 を示す

ものであ り,成 果 を直接左右す ることはない。 ここ

では,技 術 の運用における効率の高 さ,管 理の容 易

さな どを示す もの と捉 え,「 コス ト」 と 「施 工管理」

に区分 した。 さ らに,前 者 は技術の実施 に直接要す

る費用を示す 「工事費」,お よび ライ フサイ クルにお

いて必要 となる工事費以外 の維持管理 費,改 築 ・改

修費な どを示す 「工事費以外 の コス ト」に区分 した。

また,後 者 は 「工程 ・品質管理」,「安全 ・衛 生管理」

お よび 「情報共有状況 」に区分 した。情報共有状況

とは,施 工管理や安全管理 な どをよ り確実 なもの と

す る技術基準類やマニ ュアル類 が蓄積,整 備 され,

ノウハ ウが共有 されているかな どを示す ものである。

図-5に 以上 をと りま とめた体系図を示す。本稿 で

対象 とした評価項 目の体系化 は図に示す とお りであ
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り,現 実的に技術 を評価す るためには,さ らに細分

化 した評価指標 が必要 となる。 この時,評 価指標は

相対評価 ではな く,絶 対評価 が可能な指標 を設定す

るこ とが重 要であるこ とを特記 してお く(例 えば,

適用条件 一マネジメン ト特性-コ ス トー工事費 の評

価指標 は,コ ス ト縮減割合ではな く,単 位 当た りの

工事費その もの を設定す る)。

図-5建 設技術の評価項 目の体系

4.現 状の枠 組み との 関係

(1)技 術活用 シス テムへの評価項 目体系の適用

本稿 では,建 設技術 の評価 として,事 前評価,選

定時評価,事 後評価 の3段 階で使用す る共通のプ ラ

ッ トフォー ム としての評価項 目体系 を提案 した。 こ

こで は,前 述 した活用システ ムへの適用方法に関す

る検討 を行 った。なお,前 述 した3つ のシステムに

関す る検 討を行 ってい るが,こ こでは,テ ーマ設定

技術募集 システムへの適用を例 に概説す る。

図-6に 概 略フ ロー を示す。まず,評 価項 目体系 を

参考 に要求項 目と水準 を設定 し技術募集 を行 う。次

ぎに,応 募技術に対 して公募条件 との適否判断 を行

い,適 す るものに対 して はその他 の項 目の性能 を確

認(検 証)す る(事 前評価)。 この時,実 験データ,

実績 な どの裏付 けが十分でない項 目については,特

に工事実施 時に優先的 に調査す る ことが重要である

ため,そ の項 目の抽出整理 を行 ってお く必要が ある。

実際に適用す る現場 での要求項 目および水準を評価

項 目体系 よ り設定 し,要 求水準 との適否 を判 断 し技

術の選定 を行 う(選 定時評価)。 なお,本 稿では具体

的な技術選定の方法に関す る言及 を行 っていないが,

これは,評 価方法 を細 か く規定す る と現場 の評価者

のエ ンジニア としての裁量範 囲が狭 められ るこ とを

考慮 したためである。最後に,事 前評価(公 募条件

含む)の 結果 を検証 し,結 果 をデー タベースにフィ

ー ドバ ックす る
。 なお,事 前評価 にお ける公募条件

以外 の項 目の検証 に必要 とな る情報 は,公 募時 ある

いは公募条件 との適合性評価 の後 に応募者か ら提供

しても らうこ とが必要 となる。

図-6テ ーマ設 定技術募集 システムへ の適用例

(2)NETIS改 善の方向性に関する提案

今後,本 稿で提案 した評価項 目体 系を用いて,建

設技術 の評価 を行 ってい く場合,NETISの 項 目につ

いて整合性 を確認す るとともに,修 正を行 ってい く

必要がある。表-1に 提案 した評価項 目体 系に対応 し

た技術情報の構 成(案)を 示す。表 中には,NETIS

で関係する情報項 目の記載を してい るが,NETISの

項 目体系では評価項 目が錯綜 してお り,ど の箇所 に

技術情報 を記載す るべ きかが分か り難 くなってい る。

提案す る技術情報 の構成 は,技 術 の属性,技 術 の概

要,技 術 の評価 に関す る項 目に分 けて整理 してお り,

前述 の評価 項 目体系 は技術評価 に関す る項 目の区分

で使用 してい る。従来 のNETISと は異な り,絶 対評

価 が可能な項 目を基本 としてい るため,技 術を客観

的に評価す るこ とができる。なお,技 術 の概要一技
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表-1技 術情報の構成(案)

術活用評価結果は,評 価者側が評価結果 に基づいて

作成す るもので あ り,そ れ以外の項 目は提案者 が提

出時に記載す る事項である。

5.ま とめ

建設技術 の評価手法 として,評 価 の場面や評価 の

対象 となる技術分類 な どの観点か ら,評 価項 目の体

系的整理 を実施 し,共 通 のプラ ッ トフォー ムとして

の使 用に耐 え うる評価項 目体系 を提案 した。さらに,

現状の枠組みで ある公共工事 における技術活用シス

テ ムへの活用方法や,技 術情報データベースの改善

に関す る提案 を行 った。 これ によ り,技 術評価 を客

観的 に実施す るこ とが可能 となる技術評価手法の フ

レーム ワー クが終了 した とい える。

実際 に本手法 を用いて技術評価 を行 うためには,

具体的な評価指標の設定が重要であ り,早 急 に整備

す るこ とが必要 とな る。 さらに,既 に登録 されてい

る技術 情報 を新たなシステ ムを用いて評価す るため

には,情 報 を更新す る必要が あるが,ど の様 に して

実施 してい くこ とが効率的で あるかな どに関 して も

検討 してい く必要がある。今後,本 手法 の試運用 に

よる検証やパブ リックコメン トを実施す る予定であ

る。
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Evaluation System of Construction Technologies

By Yoshitaka KATO, Yoshimitsu TANAKA, Hitoshi NISHINO and Toshikazu SHIMAZAKI

This paper describes how public works owners evaluate construction technologies when a new construction technology

is developed, when it is considered to apply to a specific project, and when it is evaluated after completion of the

project in order to improve the new construction technologies database. The evaluation system is essential for public

works owners to apply new construction technologies, which could bring about less cost and better quality. In this

research, an evaluation platform common to each evaluation phase is proposed. In the platform, evaluation items are

classified into  objective levels, derivative levels, natural conditions, site conditions and management characteristics.

―56―


